
令和元年度における消費税転嫁対策の取組と今後の取組について

措置件数

書面調査

令和２年度も中小企業・小規模事業者等に対する悉皆的な書面調査を実施
引き続き，転嫁拒否行為に対して迅速かつ厳正に対処
中小企業・小規模事業者等に対する丁寧な相談対応

全都道府県で公取委主催説明会を開催（74回）・商工会議所等主催説明会への講師派遣（59回）
事業者（20万名）に対する経済産業大臣・公正取引委員会委員長連名による消費税転嫁対策特別措置法の遵守要請
消費税率の引上げ時期における集中的な広報を実施【令和元年９月～10月】

勧 告 指 導 合 計

消費税率８％への引上げ後の半年間

＜平成26年４月～平成26年９月＞
10 104 114

消費税率10％への引上げ後の半年間
＜令和元年10月～令和２年３月＞

1 167 168

うち消費税率10％への引上げに係る件数※ 1 120 121

勧 告 指 導 合 計

6 743 749

大規模小売事業者・大企業等（買手側，約８万名）に対し，報告義務を課した書面調査を実施【令和元年５月】
中小企業・小規模事業者等（売手側，約30万名）に対する書面調査を実施（中小企業庁と合同）【令和元年５月】

中小企業・小規模事業者等（約620万名）に対する悉皆的な書面調査を継続（中小企業庁と合同）【令和元年10月～】

転嫁拒否行為に対する迅速かつ厳正な対処

転嫁拒否行為の未然防止

今後の取組

令和元年10月の消費税率10％への引上げ前

令和元年10月の消費税率10％への引上げ後

（参考）前回の税率引上げ時との措置件数の比較

【令和元年６月】

※ 「消費税率10％への引上げに係る件数」は，「消費税率10％への引上げ後の半年間」（全体）のうち，
消費税率８％から10％への引上げに際して行われた転嫁拒否行為に対する措置件数のことをいう。

原状回復
特定

事業者数

特定供給

事業者数
原状回復額

276 68,951 38億2122万円
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措置件数（749件）の業種別内訳 措置件数（延べ928件）の行為類型別内訳

措置件数の業種別・行為類型別内訳

買いたたき
668（72.0）

減額
218（23.5）

本体価格での交渉の拒否
21（2.3）

役務利用又は
利益提供の要請
21（2.3）

製造業
107

（14.3）

建設業
86（11.5）

小売業
85（11.3）

情報通信業
55（7.3）

卸売業
57（7.6）

学校教育・教育支援業
14（1.9）

不動産業
69（9.2）運輸業

26（3.5）

技術サービス業
19（2.5）

その他
231

（30.8）

単位：件（％） 単位：件（％）
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令和元年度の勧告一覧

㈱リクルートホールディングス・㈱リクルート（令和元年５月24日）【減額】
就職，転職等に関する情報提供等の事業を営んでいた㈱リクルートホールディングスは，原稿作成事業者の一部に対し，消

費税相当分又は消費税率の引上げ分の全部若しくは一部に相当する額を減じて原稿作成業務の委託料を支払った。
就職，転職等に関する情報提供等の事業を営む㈱リクルートは，原稿作成事業者の一部に対し，消費税相当分又は消費税率
の引上げ分の一部に相当する額を減じて原稿作成業務の委託料を支払った。

㈱中日新聞社（令和元年９月20日）【買いたたき】
日刊新聞等の発行及び販売等の事業を営む㈱中日新聞社は，
① 原稿作成業務を委託している事業者の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据え置いて支払った。
② 日刊新聞等の輸送業務を委託している事業者の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据え置いて支
払った。

③ カルチャー教室の講師業務を委託している事業者の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据え置い
て支払った。

④ 事務所等の賃貸人の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え置いて支払った。

大東建託㈱・大東建託パートナーズ㈱（令和元年９月24日）【買いたたき】
賃貸建物の建築工事業等を営む大東建託㈱は，自ら使用する駐車場等の賃貸人の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せ

せずに賃料を据え置いて支払った。
不動産賃貸等の事業を営む大東建託パートナーズ㈱は，利用者に転貸するための駐車場等を自社に賃貸するオーナーの一部
に対し，借上賃料について，利用者から受け取る転貸賃料を消費税率の引上げ前までと同額で定め，当該転貸賃料から消費税
率の引上げ分を上乗せした自社の運営管理費等を差し引くことにより，消費税率の引上げ前よりも低い額で支払った。

㈱カルチャー（令和元年12月12日）【買いたたき】
カルチャー教室の運営等の事業を営む㈱カルチャーは，講師業務を委託している事業者に対し，受講料の額に一定率を乗じ

て算出した額に消費税相当分を加えた額を委託料として定め，支払っているところ，一部の事業者に対し，令和元年10月１日
の消費税率10％への引上げに際し，一定率の数値を引き下げた。


